
 
 

平成 26年３月 18日 

各 位 

 

 

 
東京証券取引所市場第一部上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

 

当社は、本日、平成 26 年３月 18 日に東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。今後とも、

なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、当社の当期の業績予想は以下のとおりであり、また、最近の決算情報につきまして別添のと

おりであります。 

 

【連結】 (単位：百万円、％) 

      決算期                          
項目 

平成26年３月期 
(予想) 

平成26年３月期 
第３四半期累計期間 

(実績) 

平成25年３月期 
(実績) 

 構成比 対前年増減率  構成比  構成比 

売 上 高 156,000 100.0 42.8 110,137 100.0 109,234 100.0 

営 業 利 益 7,372 4.7 310.2 5,318 4.8 1,797 1.6 

経 常 利 益 7,500 4.8 287.8 6,207 5.6 1,934 1.8 

当 期 ( 四 半 期 )純 利 益 6,675 4.3 ― 5,398 4.9 490 0.4 

１株当たり当期(四半期)
純 利 益 

106円16銭 81円59銭 9円54銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 63円00銭 ― 12円83銭 

(注) １. 平成25年３月期(実績)及び平成26年３月期第３四半期累計期間(実績)の１株当たり当期(四半期)純利益

は期中平均発行済株式数により算出しております。 

 ２. 平成 26年１月 22日付で普通株式２株につき１株の株式併合を行っております。上記では、平成 25年３

月期の期首に行われたと仮定して、１株当たり当期(四半期)純利益を算定しております。 

   ３.平成 26 年１月 22 日付で普通株式２株につき１株の株式併合を行っているため、平成 26 年３月期(予想)

の１株当たり配当金につきましては、当該株式併合の影響を考慮しております。 

 

本資料に記載されている当社グループの当期の連結業見通しは、本資料の日付時点において入手可

能な情報による判断及び仮定を前提にしており、実際の業績は様々な要因によって異なる場合があり

ます。 
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四半期報告書提出日 平成 26年２月 14日   

四半期決算補足説明資料作成の有無 ：無 

四半期決算説明会開催の有無 ：無 

（百万円未満四捨五入） 
１．平成 26年３月期第３四半期の連結業績（平成 25年４月１日～平成 25年 12月 31日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年 ３月期第３四半期 110,137 ― 5,318 ― 6,207 ― 5,398 ― 

25年 ３月期第３四半期 ― ― ― ― ― ― ― ― 

（注）包括利益  26年 ３月期第３四半期  8,737百万円（―％）  25年 ３月期第３四半期 ―百万円（―％） 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益  

 円   銭 円   銭 

26年 ３月期第３四半期 81.59 ― 

25年 ３月期第３四半期 ― ― 

（注）１.当社は、平成25年３月期第３四半期においては、四半期財務諸表を作成していないため、平成25年３月期第３四半期の数値及び平成26

年３月期第３四半期の対前年同四半期増減率については記載しておりません。 

      ２.当社は、平成26年１月22日付で普通株式２株につき１株の株式併合を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われた

と仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

26年 ３月期第３四半期 161,563 109,319 66.7 

25年 ３月期 157,199 123,792 78.6 

（参考）自己資本    26年 ３月期第３四半期   107,710百万円    25年 ３月期 123,511百万円 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金 

第 １ 四 半 期 末 第 ２ 四 半 期 末 第 ３ 四 半 期 末 期 末 合 計 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 
25年 ３月期 8.90 0.00 ― 3.93 12.83 

26年 ３月期 ― 0.00 ―   

26年 ３月期(予想)    63.00 63.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無 

平成 26年３月 31日を基準日とする期末配当の予想は、平成 26年１月 22日付で実施した普通株式２株につき１株の割合とする株式併合

を踏まえております。 

 
３．平成 26年３月期の連結業績予想（平成 25年４月１日～平成 26年３月 31日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通  期 156,000 42.8 7,372 310.2 7,500 287.8 6,675 ― 106.16 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無 

当社は、平成 26年１月 22日付で普通株式２株につき１株の株式併合を行いましたが、当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われた

と仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

http://www.maxell.co.jp/


 

※ 注記事項 
 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
：有 

 新規   １社 (社名) 日立数字映像(中国)有限公司 

 （注）詳細は、添付資料４ページ「（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動」をご覧ください。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：有 

 （注）詳細は、添付資料４ページ「（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更 ：有 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 

 （注）詳細は、添付資料４ページ「（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 26年３月期３Ｑ 53,341,500株 25年３月期 63,631,500株 

② 期末自己株式数 26年３月期３Ｑ 500,000株 25年３月期 ―株 

③ 期中平均株式数(四半期累計) 26年３月期３Ｑ 66,159,937株 25年３月期３Ｑ ―株 

 
(注) 当社は、平成 26 年１月 22 日付で普通株式２株につき１株の株式併合を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行わ

れたと仮定し、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。 

 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビューの対象外ですが、この四半期決算短信の開示時点におい

て、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

   本資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社及び当社グループが本資料の作成日現在で入手可能な情報から得

られた判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は、当社及び当社グループの事業を

取り巻く経済情勢、市場動向、為替レート等に関わる様々な要因により、記述されている業績予想とは大幅に異なる可能

性があることをご承知置きください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
 

(１)連結経営成績に関する定性的情報 
当第３四半期連結累計期間のグローバル経済は、欧州債務問題等による経済不安が依然として払拭されな

いほか、堅調な成長を続けてきた中国をはじめとするアジア地域においても下振れの懸念があり不透明な状
況で推移しました。日本経済についても、経済諸施策の効果等を受けて一部には回復の兆しがみられたもの
の、引き続き厳しい状況で推移しました。当社グループの事業環境は、先行き不透明な経済情勢を受けて欧
米及び国内を中心に消費活動が鈍く、厳しい状況で推移しました。 
このような状況のもと当第３四半期連結累計期間の売上高は、コンピュータテープや国内外のコンシュー

マー製品などを中心に全部門が低調に推移したものの、平成25年７月１日付で日立コンシューマエレクトロ
ニクス㈱からの会社分割によりプロジェクター関連事業を承継したことにより、110,137百万円となりまし
た。利益面では、プロジェクター関連事業の承継、為替の影響、原価低減などにより営業利益は5,318百万
円、経常利益は6,207百万円、四半期純利益は5,398百万円となりました。 
当第３四半期連結累計期間の対米ドルの平均円レートは99円、対ユーロの平均円レートは132円となりま

した。 
セグメント別の業績は、次のとおりです。 

 
(エネルギー) 

リチウムイオン電池は、民生用途において一部顧客向けの角形リチウムイオン電池などの販売が伸び悩み
ました。マイクロ電池は、耐熱コイン形リチウム電池が堅調に推移したものの、酸化銀電池等が低調に推移
しました。この結果、エネルギー全体の売上高は30,145百万円となりました。営業利益は、為替の影響、原
価低減などにより2,085百万円となりました。 

 
(産業用部材料) 

光学部品などの部材料が全般に伸び悩んだほか、コンピュータテープが大きく減収となった結果、産業用
部材料全体の売上高は 34,327百万円となりました。営業利益は 1,224百万円となりました。 
 

    (電器・コンシューマー) 
光ディスク市場の縮小及びコンシューマー市場の低迷の影響などにより国内外のコンシューマー製品の

販売が減少したものの、平成25年７月１日付で日立コンシューマエレクトロニクス㈱からの会社分割により
プロジェクター関連事業を承継した結果、電器・コンシューマー全体の売上高は45,665百万円となりました。
営業利益は2,009百万円となりました。 

 
 (２)連結財政状態に関する定性的情報 
（資産） 
     総資産は、前連結会計年度末より 4,364 百万円増加し、161,563 百万円となりました。主な要因は平成

25年７月１日付で、日立コンシューマエレクトロニクス㈱のプロジェクター関連事業を会社分割により承
継し、この子会社である㈱日立情映テック、日立数字映像（中国）有限公司が連結子会社に含まれたこと
により、流動資産が 2,091百万円増加したこと、固定資産が 2,273百万円増加したこと等によるものです。 

 
（負債） 

負債は、前連結会計年度末より 18,837百万円増加し、52,244百万円となりました。主な要因は流動負債
が、プロジェクター関連事業の承継により 15,304百万円増加したこと、退職給付に関する会計基準等の早
期適用により退職給付引当金が 3,653 百万円減少した一方、退職給付に係る負債が 7,238 百万円増加した
こと等によるものです。 

 
（純資産） 
     純資産は、前連結会計年度末より 14,473百万円減少し、109,319百万円となりました。主な要因は自己
株式の消却により資本剰余金が減少したこと、退職給付に関する会計基準等の早期適用により退職給付に
係る調整累計額が 5,127百万円減少したこと等によるものです。 

 
 (３)連結業績予想に関する定性的情報 

当社グループを取り巻く経営環境においては、米国やアジア地域を中心とする経済活動の活性化により今
後のビジネスチャンスが拡大するものと期待されますが、為替相場の変動リスクほか、中国や新興国におけ
る景気下振れの懸念が拭いきれず、一部に不安定な要素を含んだ状況にあります。 
このような状況を受けて当社グループにおいては、産業用部材料事業ではコンピュータテープの市場縮小

などにより減収が予想されるものの、エネルギー事業ではマイクロ電池などの拡販、電器・コンシューマー
事業ではプロジェクター関連事業の承継効果などが見込めるほか、全セグメントにおいて原価低減活動を徹
底する計画であり、平成 26年２月 14日に発表した業績予想を変更しておりません。 
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＜補足資料＞ 
 
(業績概要)                        (単位：百万円) 

 
平成26年３月期 
第３四半期 
連結累計期間 

前年 
同期比 
(%) 

平成26年３月期 
見通し 

前年比 
(%) 

売上高 110,137 － 156,000 142.8 

営業利益 5,318 － 7,372 410.2 

経常利益 6,207 － 7,500 387.8 

当期純利益 5,398 － 6,675 － 

 

 
(セグメント別売上高･営業損益) 

 (単位：百万円) 

 平成26年３月期 
第３四半期 
連結累計期間 

前年 
同期比 
(%) 

売上高 110,137 (100) － 

エネルギー 30,145 ( 27) － 

産業用部材料 34,327 ( 31) － 

電器・コンシューマー 45,665  ( 42) － 

営業利益 5,318 (100) － 

エネルギー 2,085 ( 39) － 
産業用部材料 1,224 ( 23) － 
電器・コンシューマー 2,009 ( 38) － 

(カッコ内は構成比、単位：%) 
 
 
(地域別売上高)   

              (単位：百万円) 

 
平成26年３月期 
第３四半期 
連結累計期間 

前年 
同期比 
(%) 

海外売上高 65,780 ( 60) － 

米州 11,173 ( 10) － 
欧州 10,124 ( 9) － 
アジア他 44,483 ( 41) － 

国内売上高 44,357 ( 40) － 

売上高(合計) 110,137 (100) － 

(カッコ内は構成比、単位：%) 
 
 

(設備投資･減価償却費･研究開発費) 
 (単位：百万円) 

 
平成26年３月期 
第３四半期 
連結累計期間 

前年 
同期比 
(%) 

設備投資 3,594 － 

減価償却費 3,364 － 

研究開発費 5,767 － 
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 
 

(１)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 
     第１四半期連結会計期間より、新たに設立したマクセルスマートコミュニケーションズ㈱を連結の範囲に

含めております。 
第２四半期連結会計期間より、日立コンシューマエレクトロニクス㈱からの会社分割により、㈱日立情映テッ

ク及び日立数字映像（中国）有限公司を連結の範囲に含めております。 
 

(２)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
   税金費用の計算 
   当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率
を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。た
だし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。 

 
(３)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
   「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成24年５月17日 企業会計基準第26号。以下「退

職給付会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成24年
５月17日 企業会計基準適用指針第25号)が平成25年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用で
きることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用し、退職給付債務か
ら年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異
及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しました。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方
法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更しました。 

  退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、当第３
四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債と
して計上したことに伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。
また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 
 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首のその他の包括利益累計額が 5,357 百万円減少し、利益剰余
金が 1,766百万円増加しております。なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。 
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３.四半期連結財務諸表
　　(１)四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 5,163 10,708
　　受取手形及び売掛金 23,644 32,298
　　有価証券 1,375 1,003
　　たな卸資産 19,112 25,314
　　関係会社預け金 26,819 -
　　その他 9,251 18,109
　　貸倒引当金 △ 377 △ 354
　　流動資産合計 84,987 87,078
　固定資産
　　有形固定資産
　　　土地 40,616 41,089
　　　その他（純額） 20,799 25,990
　　　有形固定資産合計 61,415 67,079
　　無形固定資産 570 1,345
　　投資その他の資産
　　　投資その他の資産 10,237 6,274
　　　貸倒引当金 △ 10 △ 213
　　　投資その他の資産合計 10,227 6,061
　　固定資産合計 72,212 74,485
　資産合計 157,199 161,563
負債の部
　流動負債
　　支払手形及び買掛金 11,182 17,151
　　短期借入金 1,633 2,148
　　未払法人税等 173 1,248
　　その他 11,818 19,563
　　流動負債合計 24,806 40,110
　固定負債
　　退職給付引当金 3,653 -
　　役員退職慰労引当金 80 83
　　退職給付に係る負債 - 7,238
　　その他 4,868 4,813
　　固定負債合計 8,601 12,134
　負債合計 33,407 52,244
純資産の部
　株主資本
　　資本金 12,203 12,203
　　資本剰余金 55,679 33,578
　　利益剰余金 62,484 72,138
　　自己株式 - △ 996
　　株主資本合計 130,366 116,923
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 1,512 975
　　為替換算調整勘定 △ 8,367 △ 5,061
　　退職給付に係る調整累計額 - △ 5,127
　　その他の包括利益累計額合計 △ 6,855 △ 9,213
  少数株主持分 281 1,609
　純資産合計 123,792 109,319
負債純資産合計 157,199 161,563

－5－



日立マクセル(株)(6810) 平成26年３月期 第３四半期決算短信

　　  (四半期連結損益計算書)

　　　(第３四半期連結累計期間)
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日

　至 平成25年12月31日)

売上高 110,137

売上原価 85,745

売上総利益 24,392

販売費及び一般管理費 19,074

営業利益 5,318

営業外収益

　受取利息 132

　受取配当金 15

　為替差益 825

　その他 221

　営業外収益合計 1,193

営業外費用

　支払利息 20

　売上割引 133

  持分法による投資損失 19

　その他 132

　営業外費用合計 304

経常利益 6,207

特別利益

　固定資産売却益 50

  投資有価証券売却益 961

  有価証券売却益 361

　ゴルフ会員権売却益 3

　特別利益合計 1,375

特別損失

　固定資産除売却損 168

　減損損失 263

　投資有価証券評価損 37

　ゴルフ会員権売却損 2

　事業構造改善費用 63

　特別損失合計 533

税金等調整前四半期純利益 7,049

法人税等 1,509

少数株主損益調整前四半期純利益 5,540

少数株主利益 142

四半期純利益 5,398

　(２)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
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　　(四半期連結包括利益計算書)
　　(第３四半期連結累計期間)

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日

　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,540

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金 △ 537

　為替換算調整勘定 3,143

　退職給付に係る調整額 572

　持分法適用会社に対する持分相当額 19

　その他の包括利益合計 3,197

四半期包括利益 8,737

 (内訳)

　親会社株主に係る四半期包括利益 8,478

　少数株主に係る四半期包括利益 259

－7－
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 
   該当事項はありません。 
 

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記) 
平成 25 年７月１日付で、日立コンシューマエレクトロニクス㈱からの会社分割により㈱日立情映テック及び日立

数字映像（中国）有限公司を連結の範囲に含めております。この結果、資本剰余金6,903百万円及び利益剰余金2,990
百万円がそれぞれ増加いたしました。 
平成 25年 11月29日付の臨時株主総会において、自己株式を取得することを決議し、平成 25年 12月26日付で

30,000百万円の自己株式を取得いたしました。また、平成25年12月20日付の臨時取締役会において、自己株式の
消却を行うことを決議し、平成 25年 12月 26日付で 29,004百万円の自己株式を消却し、これにより資本剰余金が
29,004百万円減少いたしました。 
これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において、それぞれ資本剰余金が33,578百万円、利益剰余金が72,138

百万円、自己株式が996百万円となっております。 
 

(重要な後発事象) 
（株式併合） 
当社は、平成26年１月17日付の臨時株主総会決議に基づき、平成26年１月22日に株式併合を行いました。 

１．株式併合の目的 
当社株式の上場に向け、当社株式の投資単位の適正化を図るため、株式の併合を実施いたしました。 

２．株式併合の割合 
平成26年１月22日付の最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式２株につき１株の割合をもって併合い
たしました。 

３．株式併合により減少する株式数 
 （１） 株式の併合前の発行済株式の総数 ：  106,683,000 株 
 （２） 今回の併合により減少する株式数 ：   53,341,500 株 
 （３） 株式の併合後の発行済株式の総数 ：   53,341,500 株 
 （４） 株式の併合後の発行可能株式総数 ：  284,800,000 株 
４．株式併合の時期 

     効力発生日 平成26年１月22日 
５．１株当たり情報に及ぼす影響 

     これによる影響については、当該株式併合が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出しており、「１株
当たり情報」に記載しております。  
 
(１株当たり情報) 
１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。 

項目 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額（円） 81.59 

(算定上の基礎)  

四半期純利益金額(百万円) 5,398 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 5,398 

普通株式の期中平均株式数(千株) 66,159 

(注) 当社は平成26年１月22日を効力発生日として、普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。 

当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

 

 


	プレスリリース_上場に伴う決算情報等のお知らせ[Final]
	決算短信
	ｻﾏﾘｰ情報_140317
	p01 添付資料の目次
	p02 定性的情報(財政状態)
	p03補足資料_140317
	p04その他
	四半期連結貸借対照表
	四半期連結損益計算書(累計期間)
	四半期連結包括利益計算書(累計期間)
	p08注記事項


